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【成果・考察】平成 23 年度は９月から開始し 8 回、平成 24 年度 23

















東日本大震災後 3 年間が経過したが、福島県内には今だ 28,000 人
が仮設住宅に入居している。長引く避難で直接死（1,607 人）を上
まわり、災害関連死（平成 26 年 2 月 10 日現在警視庁調べ）が、1,664
人と３県で福島県が最も多い。また平成 26 年 1 月に「福島県・避
難者意識調査」が行われ、心身の不調が約 7 割という結果だった。




仕団の協力を得て県内各地で行われている。平成 25 年度は 26 回開
催された。その中で福島赤十字病院の指導員 ( 看護師 ) が関わった

































日本大震災の被災県 3 県を含んでおり、DMORT 活動のロールプ
レイを取り入れるには心理的な抵抗感があった。迷いと葛藤の中、
経験豊富な医師の「救護所に運ばれる傷病者の中には遺体もある」
という話から訓練に取り入れるべき内容であることを確認し実施に
至った。
【訓練参加者の反応】訓練後の反応は、「DMORT 活動は有意義」
「ロールプレイは、ためになった」「内容が具体的で実践的」「必要
なので継続して欲しい」等の肯定的な反応の一方で「この活動を救
護班に求めるべきか」「無力感があった」「見ていて悲しい、実演は
無くてよい」等の反応もあった。
【考察】被災経験があるにも関わらずロールプレイに真剣に取り組
み、その反応も比較的肯定的であった。今後、DMORT 活動をど
のような形で赤十字のこころのケアとして取り込んでいくかは議論
が必要である。
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【はじめに】平成２０年度診療報酬改定において「医師事務作業補
助者体制加算」が新設され、当院も医師の負担軽減を図り、診療を
充実させることを目的として、同年４月に６名体制（１００：１）
で「診療秘書」として発足した。その後６年が経過した平成２６年
４月には３９名（１５：１）となり、病院にとって必要不可欠な存
在となっている。今回は発足当初から今日に至るまでの業務経緯を
報告する。
【業務経過】発足当時、全員が複数診療科を兼務し、各種診断書等
の書類作成を中心に業務を開始した。平成２１年６月に電子カルテ
承認機能の導入に伴い、初診患者情報入力等のカルテ関連業務を開
始した。平成２３年度には全診療科に診療秘書を配置し、現場重視
の方針を掲げ、業務場所を集中配置から診療現場の配置に変更した。
医師との距離が縮むに従い、医師からの信頼も深まり、要望も増加
した。医師の指示の下、患者説明や同意書作成など患者に直接携わ
る機会も増加し、更に各診療科の様々なデータベース構築が進み、
学会関連のデータ登録も行うようになった。現在は各診療科のカン
ファレンスのほか、院内ワーキンググループの事務局等、チーム医
療の一員として携わる機会も多くなり、業務範囲は多岐に亘ってい
る。
【まとめ】医師事務作業補助者体制加算は診療報酬上では採算性に
乏しいが、病院が体制を充実させたのは、診療秘書が様々な要望に
対して確実に応え続け、医師の信頼を得て、医師の負担軽減、診療
の質の向上に寄与できているためと考えられる。しかし「更に業務
範囲を広げてほしい」等の意見もあり、更なる体制の拡充が必要と
考えられる。今後はより高度なスキルを習得すると共に、チーム医
療の一員として関係するスタッフと良好な関係を構築しながら業務
を拡充する方針である。
